
預金口座振替規定 

 

１．本規定における預金口座振替とは、預金者が第三者（以下、請求先といいます。）に対する料金等

の支払について、当金庫が預金者からの依頼に基づき、当金庫に開設された預金者名義の預金口座

から自動的に引落しを行い、請求先に支払う取引をいいます。当金庫は、預金者からこの規定の取

引に係る、当金庫所定の書面の提出を受け、これを承諾したときは、この規定の取引に係る契約が

成立するものとします。 

２．当金庫に請求書が送付されたときは、預金者に通知することなく、請求先の請求にしたがって請求書

記載金額を預金口座から引落しのうえ支払います。この場合、各種預金規定または当座勘定規定にか

かわらず、預金通帳、同払戻請求書の提出または小切手の振出しはしないものとします。 

３．本規定における預金口座振替において、当金庫は、同一の請求先による同一預金口座に対する預金 

口座振替については、預金者の指示に基づくものとみなし、請求先の請求にしたがって、支払うこと

ができるものとします。 

４．振替日において請求書記載金額が預金口座から払戻すことのできる金額（当座貸越を利用できる範

囲内の金額を含みます。）を超えるときは、預金者に通知することなく、請求書を返却できるものと

します。また、同一の振替日に複数の請求があった場合において、払戻すことのできる金額（当座貸

越を利用できる範囲内の金額を含みます）が請求金額の総額に満たない場合には、払戻可能額を超え

ない範囲で当金庫の裁量により決定した振替を行います。 

５．この契約を解約するときは、預金者から当金庫に当金庫所定の書面により届出るものとします。な

お、この届出がないまま長期間にわたり請求がない等相当の事由があるときは、預金者から特に申し

出のない限り、当金庫はこの契約が終了したものとして取扱えるものとします。 

６．この預金口座振替について紛議が生じたとしても、当金庫の責めによる場合を除き、当金庫は責任 

を負いません。 

７．（１）本規定の各条項その他の条件は、金融情勢その他諸般の状況の変化その他相当の事由があると

認められる場合には変更するものとします。 

 （２）前項の規定による本規定の変更は、変更後の規定の内容を当金庫ホームページその他相当の方

法で公表し、公表の際に定める１カ月以上の相当な期間を経過した日から適用されるものとします。 

８．この預金口座振替契約の準拠法は日本法とします。この契約に関して訴訟の必要が生じた場合には、 

当金庫本店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。 

以上 
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